
【図表3-2-1　数値目標一覧】

第
３
章

仕
事
と
生
活
の
調
和
実
現
の
状
況
　
第
２
節　

数
値
目
標
設
定
指
標
の
動
向

123

第 2 節　数値目標設定指標の動向

☆ 「憲章」・「行動指針」策定時に比べ、14 項目のうち、改善した数値目標は 10 項目、
悪化したものは 1 項目、数値を更新できないものは 3 項目。

☆ 現時点で、2012（平成 24）年の中間目標に達している項目は、60 ～ 64 歳の就業率。
2017（平成 29）年の最終目標に達している項目は、女性の育児休業取得率。

☆ 年次有給休暇取得率や男性の育児休業取得率等の指標については改善のテンポ
が緩慢で、目標年度での数値目標達成に向けて一層の努力が必要。

※データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。

　　「行動指針」では、数値目標として、政策によっ
て一定の影響を及ぼすことのできる 14 項目が設定
されました。取組が進んだ場合に達成される水準

仕事と生活の調和推進室ホームページ：http://www8.cao.go.jp/wlb/

として 10 年後（2017 年）の目標値を設定すると
ともに、その中間年（2012 年）の目標も設定して
います。



【図表3-2-2　就業率】

【図表3-2-4　時間当たり労働生産性の伸び率】

【図表3-2-3　就業率の前年同期差（四半期ベース）】
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（1） 就業率

　就業率をみると、男性（25 ～ 34 歳）では、
2008 年は 90.6％と前年比 0.5 ポイントの減少とな
りました。女性（25 ～ 44 歳）、男女計（60 ～ 64
歳）及び男女計（65 ～ 69 歳）は引き続き増加し、
特に男女計（60 ～ 64 歳）では、2012 年における
中間目標に達しました。
　最近の状況をみると、景気の急速な悪化の影響
もあり、就業率（総数）は、2008 年４-6 月期以降、
4四半期連続で前年を下回っています。男性（25
～ 34 歳）では、2008 年第Ⅱ四半期以降、前年を
下回っており、男女計（60 ～ 64 歳）についても、
このところ伸び幅が縮小傾向にあります。

（2） 時間当たり労働生産性の伸び率

　時間当たり労働生産性の伸び率をみると、2008
年度は、実質ＧＤＰが前年比マイナス 3.3％と大き
く減少したことから、マイナス 0.5％となりました。



【図表3-2-5　フリーターの数】

【図表3-2-6　フリーター数の人口比】

【図表3-2-7　労働時間等の課題について
労使が話し合いの機会を設けている割合】
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（3） フリーターの数

　フリーター（15～ 34 歳のパート・アルバイト及
びその希望者）の数は、2004 年以降 5年連続で減
少していますが、2008 年をみると、いまだ 170 万
人に上っています。年齢別にみると、25 ～ 34 歳
の減少幅が相対的に小さくなっています。人口比
でみると、15 ～ 24 歳では減少していますが、25
～ 34 歳では横ばいとなっています。

（4） 労働時間等の課題について労使が
        話し合いの機会を設けている割合

　労働時間等の課題について労使が話し合いの機
会を設けている割合をみると、2008 年は 46.2％と
なり、2年連続で上昇しました。企業規模別にみ
ると、従業員数 5,000 人以上の企業では 85.7％と、
企業の規模が大きいほど設置の割合が高くなって
います。



【図表3-2-8　週労働時間60時間以上の雇用者の割合】

【図表3-2-10　週労働時間別雇用者数】

【図表3-2-10　週労働時間60時間以上の
就業者の割合（男性・年齢別）】
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（5） 週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合

　週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合をみる
と、1990 年代初めに急速に低下しましたが、1990
年代後半から 2000 年前半にかけて増加し、2004
年以降は再度減少に転じています。

　 週 労 働 時 間 別 に み る と、1990 年 代 後 半 か ら
2000 年代前半にかけては、週 35 ～ 48 時間の雇用
者数が減少する一方で、週 1 ～ 34 時間と週 60 時
間以上の雇用者数が増加し、労働時間の二極化の
動きがみられます。 
　2000 年代中頃以降は、週 49 ～ 59 時間及び週
60 時間以上の雇用者数が減少する一方で、週 1 ～
34 時間の雇用者は引き続き増加し、また、週 35
～ 48 時間の雇用者数は 2000 年代前半に比べ高い
水準で推移しています。  

　年齢別にみると、男性では、子育て世代である
30 ～ 40 歳代において、週労働時間 60 時間以上の
就業者の割合が２割程度と、高い水準となってい
ます。 



【図表3-2-11　週労働時間別・雇用形態別の雇用者数】

【図表3-2-12　週労働時間60時間以上
の雇用者の割合と所定外労働時間】

【図表3-2-13　所定外労働時間と
パートタイム労働者比率】

【図表3-2-14　週労働時間が
49時間以上の雇用者の割合】
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　雇用形態別にみると、正規の職員・従業員では、
週 49 時間以上の雇用者の割合が、このところ減
少しています。また、非正規の職員・従業員では、
週 1 ～ 34 時間及び週 35 ～ 48 時間の雇用者が増
加しており、過度な長時間労働者が減少し、残業
時間等の平準化に向けた動きがうかがえます。

　
 

　前述のように、週労働時間 60 時間以上の過度な
長時間労働者が減少し、残業時間等の平準化に向
けた動きのほか、パートタイム労働者の所定外労
働時間の大幅な増加が影響していると考えられま
す。

　しかしながら、週労働時間が 49 時間以上の雇用
者の割合について、他の先進国と比べ高い水準と
なっています。

　週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合と所定外
労働時間（残業時間等）の推移をみると、2000 年
代前半以降、両者の動きに乖離がみられます。



【図表3-2-15　年次有給休暇取得率】

【図表3-2-16　企業規模別の年次有給休暇取得率】

【図表3-2-17　業種別の年次有給休暇取得率】
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（6） 年次有給休暇取得率

　年次有給休暇取得率をみると、1990 年代半ば以
降減少傾向にありましたが、2000 年代前半以降は
横ばいで推移しています。
　企業規模別にみると、1000 人以上の企業では取
得率が５割を超えています。業種別にみると、飲
食店・宿泊業で取得率が３割以下と低くなってい
ます。

　

　



【図表3-2-18　年次有給休暇の付与日数と取得日数】

【図表3-2-19　メンタルヘルスケアに取り
組んでいる事業所割合】
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　年次有給休暇の付与日数と取得日数をみると、
付与日数は 2000 年前半以降ほぼ横ばいとなってい
ます。取得日数については、1990 年代後半から減
少傾向にありましたが、2000 年代中頃は横ばいで
推移しています。

（7） メンタルヘルスケアに取り組んでいる
　　事業所割合

　メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所割
合を見ると、2007 年は 33.6% となり、2002 年に
比べ 10.1 ポイント上昇しました。
　心の健康対策に取り組んでいない事業所につい
て、取り組んでいない理由（複数回答）をみると、「専
門スタッフがいない」（44.3％）とする事業所の割
合が最も高く、次いで「取り組み方が分からない」

（42.2％）、「必要性を感じない」（28.9％）、「労働者
の関心がない」（27.7％）の順となっています（厚
生労働省「労働者健康状況調査」）。

  



【図表3-2-21　自己啓発を行っている労働者の割合】【図表3-2-20　テレワーカー比率】
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（8）　テレワーカー比率 

　テレワーカー比率をみると、2008 年は 15.2％と
なり、2005 年に比べ 4.8 ポイント上昇しました。

（9） 自己啓発を行っている労働者の割合 

　自己啓発を行っている労働者の割合をみると、
2007 年度は、正社員が 58.1％、非正社員が 37.3％
となり、ともに前年度から増加しました。

 



【図表3-2-22　第1子出産前後の女性の継続就業率】

【図表3-2-23保育サービス
（3歳未満児の保育所利用児童数の人口比）】

【図表3-2-24　放課後児童クラブ（小学1～3年生の
放課後児童クラブ登録児童数の就学児童数に対する割合）】
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（10）　第 1 子出産前後の女性の継続就業率

　第１子出産前後の女性の継続就業率をみると、
子どもの出生年が 2000 ～ 2004 年である妻の就業
継続率は 38.0％となり、前回調査に比べ増加した
ものの、1985 年以降、ほぼ横ばいで推移していま
す。

（11） 保育等の子育てサービスを
　　  提供している割合
 
　保育等の子育てサービスを提供している割合に
ついてみると、保育サービス（3 歳未満児の保育
所利用児童数の人口比）は、2008 年は 21.0％とな
り引き続き増加しています。一方で、2008 年 4 月
の保育所待機児童数は、1 万 9,550 人（うち 3 歳
未満児の待機児童数は 1 万 4,864 人）と、５年ぶ
りに増加しています。
　放課後児童クラブ（小学 1 ～ 3 年の放課後児童
クラブ登録児童数の就学児童数に対する割合）に
ついては、 2008 年は 20.2％となり引き続き増加し
ています。 

 



【図表3-2-25　育児休業取得率（女性）】

【図表3-2-26　育児休業取得率（男性）】

【図表3-2-28　育児休業制度の取得しやすさ】

【図表3-2-27　育児休業制度の利用意向】第
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（12）　男女の育児休業取得率 

　 男 女 の 育 児 休 業 取 得 率 を み る と、 女 性 で は、
2007 年に 89.7％、男性では 1.56％となっています。
　女性の育児休業取得率※については、約９割と
なり、一定の定着をみていますが、図表 3-2-22 で
みたように、第１子出産前後の女性の継続就業率
は横ばいで推移しています。
　また、男性の育児休業取得率については、増加
しているものの、依然として低い状況にあります。

※育児休業取得率とは、事業所に在職している者
について、調査前年度１年間に出産した者のう
ち、育児休業を開始した者（開始予定の申出を
している者を含む。）の割合。

　育児休業制度を利用したいと思う男性の割合は
31.8％となっており、制度を利用したいと思って
いるものの実際には利用していない男性が少なか
らずいると考えられます。
　育児休業制度の取得しやすさについては、男性
は企業規模にかかわらず、女性は企業規模が小さ
いほど、育児休業制度を取得しにくい状況にある
と言えます。

 



【図表3-2-29　6歳未満の子どもをもつ
男性の育児・家事関連時間】

【図表3-2-30　6歳未満の子どもをもつ男性の
育児・家事関連時間（各国との比較）】
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（13）6 歳未満の子どもをもつ男性の育児・
　　  家事関連時間

　6 歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事関連
時間については、2006 年は 60 分となり 2001 年に
比べ 12 分増加しましたが、引き続き低水準で推移
しています。
　また、他の先進国と比較しても、非常に低い水
準です。
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